
















for Specific Purposes（ESP： 特定の目的のための英語）のアプローチを採用して、
モデルを構築していく。 
 第 1 章では、本研究の社会的背景としてボーダーレス社会の中で海外展開を
担うグローバルビジネス人材が不足している北海道の状況を概観する。その上










 第 3 章では、仕事で英語を使用しているビジネスパーソン（28 名）にインタ
ビューを実施し、仕事で使う英語の習得状況、詳しい英語の使用実態を調査し
た結果を示す。業務上で英語を使う割合は全体の 2～3割で、英語の 4技能がま














 第 5 章では、自立した英語使用者となるまでの学習内容と到達目標を提示す
る。英語学習時間は通算 2 年近くを要し、業務をこなすために 3,250-3,900 語が
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 本研究は、産業界における英語ニーズの実態を詳細に調査し、その結果に基づいて、中小企業
の海外展開を担う人材育成のための英語学習モデル、およびそれを中核とする人材育成モデルを
構築することを目標とする。応用言語学の一分野である English for Specific Purposes（ESP）
のアプローチを採用して英語学習モデルを構築し、それを中核とする人材育成モデルを提示・検
証している。以下、各章の概要である。 




 第 2 章では、北海道の産業界の就業者と事業所からの回答に基づき、仕事上の英語に対するニ
ーズの調査結果が示されており、英語に対するニーズが高い一方で、英語習得対策はほぼ個人の
努力に委ねられている実態が明らかとなった。 
 第 3 章では、仕事で英語を使用しているビジネスパーソンにインタビュー調査を実施し、仕事
で使う英語は On the Job Trainingにより習得され、業務上の英語使用に関しては、「読む」、「聞
く」、「書く」、「話す」の 4技能がまんべんなく使用されている実態が明らかにされている。 
 第 4 章では、グローバル人材が有する特徴として、ビジネス上の信頼関係を構築し、海外との
人脈を築いていく力があることが指摘され、ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）を土台として、
ビジネス相手との「やりとり」ができるようになるまでの目標が提示されている。 
 第 5 章では、前章までの調査結果及び CEFR を基盤として、自立した英語使用者となるまでの
４段階からなる学習モデルが提示され、段階ごとの具体的学習内容と到達目標が明示されている。 
 第 6 章では、第 5 章で提示した英語学習モデルを土台として、中小企業の海外展開を担うグロ
ーバルビジネス人材の育成モデルが提示され、大学生をビジネスパーソンと見立てた実践事業に
より、このモデルの有効性が示されている。 
 以上のように、本論文は、綿密な調査に基づき産業界の英語ニーズの詳細な実態を明らかにし
た上で、明示的な英語学習モデルを中核としたグローバル人材育成モデルを提示し、その有効性
を実践的研究事業において示した画期的研究である。ESP に基づく英語学習モデル研究および人
材育成モデル研究において、理論的および実証的に大きな貢献を行っている。 
 よって、本論文の提出者は、博士（文学）の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認
められる。 
